


















             
 
国立大学法人 東北大学（注 1、以下 東北大学）、国立大学法人 大阪大学（注 2、以下 大阪大
学）、日本電気株式会社（注 3、以下 NEC ）、国際航業株式会社(注 4、以下 国際航業）、株式会社






る津波被害の推計を、地震発生から約 30 分以内で行います。30 分以内の短時間で津波浸水被害推
計を行うシステムは、世界初となります。 
また、システムの耐障害性向上のため、東北大学（仙台）と大阪大学（大阪）の 2拠点で NEC






「G空間情報(注 10)と耐災害性 ICT を活用した津波減災力強化―リアルタイム津波浸水･被害予
測･災害情報配信による自治体の減災力強化の実証事業」にて開発されたシステムの有効性が確認




















サイバーサイエンスセンター（注 13、以下 サイバーサイエンスセンター）と大阪大学 サイバーメ




発生直後に総距離 6,000Km にもおよぶ範囲（静岡県から鹿児島県までの沿岸域）において 30ｍの格
子サイズで、津波被害（浸水建物棟数、等）の推計を可能にします。 























・東北大学 サイバーサイエンスセンター  
小林広明センター長特別補佐・教授 















1. 国立大学法人東北大学（所在地：宮城県仙台市、総長：里見 進） 
2. 国立大学法人大阪大学（所在地：大阪府吹田市、総長：西尾 章治郎） 
3. 日本電気株式会社（本社：東京都港区、代表取締役 執行役員社長 兼 CEO：新野 隆） 
4. 国際航業株式会社（所在地：東京都千代田区、代表取締役社長：土方 聡) 










8. 科学技術振興機構（JST）戦略的創造研究推進事業（CREST） - 「大規模・高分解能数値シミュ
レーションの連携とデータ同化による革新的地震・津波減災ビッグデータ解析基盤の創出」（代表：
越村俊一）https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/project/44/14531840.html 
9. G 空間シティ構築事業  
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/geo-spatial_ict/g-city/index.html 
G 空間情報の ICT による利活用を促進し、経済の成長力の底上げ及び国土の強靭化を図るため、「G
空間×ICT 推進会議」で提言された実証プロジェクトを実施するもの。「世界最先端の G空間防災モ
デルの確立」及び「先進的・先導的な G空間利活用モデルの確立」について公募を行い、全国 10 事
業が採択された。 





11. 東北大学 災害科学国際研究所（所長：今村 文彦） 
http://irides.tohoku.ac.jp/ 
12. 東北大学 大学院理学研究科（理学研究科長：寺田 眞浩） 
http://www.sci.tohoku.ac.jp 
13. 東北大学 サイバーサイエンスセンター（センター長：曽根 秀昭）  
http://www.cc.tohoku.ac.jp/ 
14. 大阪大学 サイバーメディアセンター（センター長：下條 真司） 
http://www.cmc.osaka-u.ac.jp 
15. GNSS：Global Navigation Satellite Systems 
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